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8 外国産の輸入食品についての悪質な食品例は数多くある。例えば、世界保健機関（WHO）が 2018 年 4
月 9 日、オーストラリアで今年発生した食中毒の原因とされているリステリア菌に汚染されたメロンが日
本をはじめとする 9 カ国・地域に輸出されていたと報じている。「リステリア菌汚染メロン、日本に輸出
か」「産経新聞（2018 年 4 月 11 日）」（閲覧：2018 年 10 月 27 日）。その他の例として、「危険すぎる









































































                                                        
11 労働基準法の労働時間規制は、農業については適用されないこととされている。「労働基準法の労働時





































































                                                        






























































































































出所：内閣官房「担い手の高齢化」「図 基幹的農業従事者の年齢構成」（閲覧日：2018年 4月 05日）。 
 
                                                        











2010 年 2015 年 2016 年 2017 年(概数値) 
農業就業人口 260.6 209.7 192.2 181.6 
うち女性 130.0 100.9 90.0 84.9 
うち 65歳以上 160.5 133.1 125.4 120.7 
平均年齢 65.8 66.4 66.8 － 
基幹的農業従事者 205.1 175.4 158.6 150.7 
うち女性 90.3 74.9 65.6 61.9 
うち 65歳以上 125.3 113.2 103.1 100.1 
平均年齢 66.1 67.0 66.8 66.6 
出所：「農業構造動態調査（農林水産省統計部）」「表 農業就業者人口および基幹的農業従事者数」（閲覧
日：2018年 04月 02日）より筆者作成。 
 
 図Ⅰ-1 および表Ⅰ-1 を参照してみよう。農業就業人口は、2010 年に 260 万 6 千人であった
が、2015 年に 209 万 7 千人、2016 年には 192 万 2 千人、2017 年には 181 万 6 千人へと減少
化傾向を示していることがわかる。また、65 歳以上の就業人口は、2010 年に 160 万 5 千人、








ここで、図Ⅰ-2 を参照してほしい19。2011年において農業総産出額は、8兆 2,462 億円で
                                                        
18 近年では、政府から受け取る助成金が農業経営にとって重要な収入源になっており、農業所得を算出す






あった。生産農業所得は、2兆 7,800億円 であった。生産農業所得は、ピーク時の 1978 年
に５兆 4,206 億円であったものが、1994 年になると 5 兆 1,084 億円となっている。そして
その後、ほぼ半減する形で減少傾向となっている。農業所得率すなわち生産農業所得を農業





出所：清水徹朗（閲覧日：2018 年 1 月 23 日）、「第 1図 農業総産出額と生産農業所得」。 
 
ここで、農家 1 戸当たりの農業所得をみてみよう。図Ⅰ‐3 を参照してほしい。この図Ⅰ‐3 に
示されているように、農家戸数も大幅に減少している。１戸当たりの平均農業所得は、1990




ついてであるが、第 1 として赤字であることがわかる。この値は 29.3％であり、最も高い値
であった。次いで第 2 となるのが 50 万円未満で 28.8％であった。一方、高所得からは、1,000
万円以上が 1.9％、500 万円～1,000 万円が 5.0％となっている状況である。 
 







図Ⅰ-3 農家 1 戸当たりの農業所得の推移 






























                                                        
20 「耕作放棄地の現状について」（閲覧日：2018年 4月 15日）。 














2010 年に農業総生産は 4 兆 1,997 億円であり、農業純生産は 3 兆 2,194 億円であった。これ






出所：清水徹朗（閲覧日：2018 年 1 月 23 日）、pp.15-719「第 4図 農業総生産と農業純生産」。 
 
また、この統計によると 2010年において、農家が受け取った経常補助金は 8,080億円で




































資料：木下幸雄（2018）、p.48、「図 2 改正農地法施行後の一般法人数の推移」。 
 
農業は、2009 年の改正農地法施行の後、改正前の約 5 倍のペースで一般法人が農業経営



































がんの死亡率は、世界でも有数（39 か国中日本男性は 2 位で女性は 5 位）であり、人口動













































天候不順にみられる食料危機第 1 の波、国際分業にみられる食料危機第 2 の波、複合的な











                                                        
29 2018 年度の台風や洪水における被害総額は概算でしかない。ここでは農林水産省が掲げている１例を
示すとすれば、次の通りである。「日照不足や台風等により 1,947 億円の農作物被害が発生」（閲覧日：




近年では、2012 年 7 月 12 日に、トウモロコシの世界全体の出荷量の半分以上を占めてい
る米国（中西部）の穀物生産地が 25 年ぶりの干ばつに見舞われて、大豆やトウモロコシ等




























                                                        
31 「焦点：忍び寄る食糧危機の足音，穀物急騰で我慢比べ」（閲覧日：2012 年 10 月 07 日）。 
32 こういった不測事態に備えて、先物取引市場が成り立つ。農業生産物の確保は経済的にモノの市場だけ
が成り立っているのではなく金融市場としても成り立っている。 


































日本の農産物の輸出は、実は輸入額の 20分の 1に過ぎない。野菜は、輸入が約 290万トン
であり、10 年間で約 3 倍に増加している。最近では、中国や韓国からのネギやブロッコリ
ー、シイタケ、トマトなどの輸入量が増加しており、国内農産物との競合が問題となってい
                                                        
35 古沢ほか（2015）、pp.21-23。 
36 近年のニュースでは、オーストラリアのメロン「リステリア菌感染、3 人死亡」についての記事などか














（Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement または単に Trans-Pacific Partnership：
環太平洋戦略的経済連携協定）への参画である38。これまでグローバル化と直面する日本の
農業との関係は、通商交渉で、農業の自由化を極力避けてきた経緯があった39。GATT（General 





る。このウルグアイ・ラウンドの後、日本は農業保護水準（Aggregate Measurement of Support）
の削減のため価格支持政策を縮小、廃止してきた経緯がある40。米については政府買入をな
くして米価の低落を容認し、価格低下を補うために導入された経営安定対策も不十分なも
                                                        
38「TPP 協定の経済効果分析について」（閲覧日：2018 年４月 07 日）。 
39 伊藤（2015）、p.39。 



































                                                        
41 伊藤（閲覧日：2018 年 4 月 07 日）。 
42 堀田（2017）。あるいは、小田・川崎・長命（2013）、p9。 



























































































































Value、以下 CSV とする）という概念に着目する。この概念は、ポーターとクラマー（Poter, 







                                                        























































































表Ⅱ－１ ビジネスの 2 つの視点の比較表 
アンゾフの見解 製品 市場 
































































































                                                        
58 ここで、経済学的には歴史的に議論されてきている。代表的なものを１点、挙げてみれば次の文献をあ




















































































                                                        
62 生産不可能性と移動不可能性という 2 つの視点についての説明は、次の文献を引用した。大泉・津谷・
木下（2017）、p.51。 














































































                                                        



































                                                        
67 米倉・清水編（2015）、p.iii。 
68 チェスブロウ、大前訳（2004）。 
































食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO）と世界保健機関（World Trade 
Organization：WHO）の合同機関である食品規格委員会から発表され、各国にその採用を推
                                                        
70 米倉・清水編（2015）。 
71 農商工連携促進等による地域活性化のための取り組み（2007 年）新成長戦略の改定とフォローアップ
（2008 年 9 月、閣議決定）において、農商工連携の新たな切り口として、植物工場の普及・拡大を計っ
ていることが決定されたことからも社会的な要請があることがうかがえる。 
72 神門（2012）。 























にみられるように、1 次産業、2 次産業、3 次産業という流れが連結しているのではなく、



























































ケティング教師協会：National Association of Marketing Teachers）、1960 年に AMA（アメリ
カ・マーケティング協会：America Marketing Association）、1985年に AMA（アメリカ・マー








































































































                                                        
86 竹内編（2006）、pp.13-14。 










































































































































この 2つの学習は、米国の組織心理学者アージリス（Argyris, C.）が『組織学習（Organizational 
Learning）』という著書において提唱され、指摘された99。一般的には、下記の図に示される
ように、学習の概念について、次のように 2つの概念の指摘を行った。それは、シングル・




出所：Argyris, C.,(1992), p.8, figure1.1Single-loop and double-loop learning をもとに筆者作成。 
 
                                                        
98 石田・吉田・松尾ほか（2015）、pp.79-80。 













































































































































































































































































































































































5 と図Ⅲ-6 を比較してもやはり、農業の延長線うえではないといえるのではなかろうか。 































                                                        
112 植物工場と名を冠した著の類は、数多くといっても 20 刷程度であり出版されている。その大半が、工
場の技術的可能性や稼働可能性におけるノウハウについての著述である。植物工場の社会および経済的な
記述としては、イノプレックスの藤本真狩の論考が非常に優れており、講演等の資料がとても参考にな





































次に、植物工場は、1990 年代前半から後半にかけて、第 2 期を迎えることになる。政府
（農林水産省）が「先進的農業生産総合推進対策ビジネス」を導入することを契機として、
大きな転換期を迎える。これが企業の参入が促進される要因となり、キユーピー株式会社を
                                                        


















社は、いずれも蛍光灯を用いた多段式の完全人工光型植物工場であった。2009 年 1 月、経
済産業省と農林水産省が、農商工連携研究会植物工場ワーキング・グループを立ち上げ、さ





人工光併用型植物工場」は 16 件で ある120。なお、完全人工光型植物工場市場は、2014 年










                                                        
119 これまでに日本経済新聞の紙面に植物工場をキーワードとして掲載された記事の数を年ごとに示す
と、2009 年には 200 超の記事が掲載され、2010 年（6 月現在）で 150 もの記事が掲載されている。これ
は、植物工場が大きな期待を集めている証明であろう。参考文献は，次のとおりである。「対論 高辻正
基 農業ビジネスの産業化と今後の行方～植物工場が目指すあるべき「食」の姿～」（閲覧日：2012 年 10
月 27 日）。 
120 この植物工場一覧のデータは平成 21 年（2009 年）のデータである。「植物工場の事例集」（閲覧日：
2012 年 10 月 27 日）。 


































                                                        
123 「植物工場は自立できるか（Vol.1859）」（閲覧日：2014 年 9 月 13 日）。 
124 経産省の資料は、次の資料を参考にした。「植物工場の普及・拡大に向けた政府の支援策」（閲覧日：
2014 年 9 月 13 日） 
125 この件について、農林水産省の担当者に直接確認を行った。次の資料を参考にして欲しいとのことで
あったので、ここで紹介しておくことにする。「次世代施設園芸導入加速化支援事業実施要綱の制定につ


















































































資料：Poter, M. E. (1980) Competitive Strategy, Macmillan Pubkishing Co., Inc.（土岐坤・中辻萬治・服部照夫






















                                                        




























































































































































                                                        










































































































































































































































序章の項でも既述したように、第 1 次産業から第 3 次産業までの生産要素を示したが、農










 土地 労働 資本 
農業 〇 〇 〇 
一般企業の農業参入 × 〇 〇 
植物工場 × 〇 〇 
出所：筆者作成 
 
この表Ⅳ-1 を参照にしてもらいたい。農業は第 1 次産業であり、一般企業の農業への参
入は第 2 次もしくは第 3 次産業からの第 1 次産業に位置づけられる。そして、植物工場は
第 2次産業に位置づけられる。ここで、生産要素の結合形態を検討してみよう。 

































































アンゾフの見解 製品 市場 



































































                                                        






160 カップ、柴田・鈴木訳 (1975)、p.89。 
85 
 












































2007 年 5 月）162の厳守は必須であるとする一方で、東日本大震災や原発事故あるいは自然
                                                        
162 「クールアース 50」については、環境省において示されているため、ホームページを参照されたい。





































163 フード・マイレージの資料については、中田哲也「フード・マイレージについて」（閲覧日：2014 年 2
月 12 日）。この資料の「輸入食料に係るフード・マイレージの比較（品目別）」p.6 を参照すれば、日本
は、輸入食料に係るフード・マイレージの比較（品目別）において、総計で２位の韓国より 3 倍も多く、



































































































































































































が合計で 100 社に選定した。 
 
（２）調査期間 





                                                        
172 「全国実態調査・優良事例調査報告書－㈱三菱総合研究所－」（閲覧日：2013 年 11 月 18 日）。 























出所：当間政義（2014）、p.64、「図 1-1 植物工場の規模」をもとに加筆修正。 
 
 まずは、図Ⅴ-1 を参考に、顕著な傾向をみていくことにしよう。生産規模としては、第
                                                        































出所：当間政義（2014）、p.65、「図 1-2 植物工場に従事する人員数」。 
 



































































出所：当間政義（2014）、p.66、「図 1-3-2 植物工場の設立資金の調達先」。 
 
③植物工場の投資についてのまとめ 














                                                        
177 経済産業省および農林水産省では、平成 21 年（2009 年）1 月に「農商工連携研究会」の下で植物工場
ワーキング・グループを設置し支援している。ここでは、今後 3 年間で全国の植物工場を 3 倍に拡大し、















出所：当間政義（2014）、p.67、「図 1-4 植物工場の企業形態」。 
 






































































































































































































































































































社員 20名（農場は社員 1人・パート 3人の作業員、工場は社員 1人で作業している）で
ある。農場 1,500 ㎡（パート 5人の作業員）の植物工場では、種まき・収穫 1日 2ｋｇ 程
度の収穫である。面積（広さ）は、3間×3間程度である。 
植物工場の生産物の売価は、路地栽培と比べて 2倍程度となっている。種（たね）は、一
                                                        
180 調査の期間は、2013 年 2 月期から開始し 3 月期にかけて行った。企業や法人の植物工場ビジネスの開
発者や担当者へ直接インタビューを行い、その内容を記述することとした。調査の時間はおおむね 1 時間





182 M 社は、（株）M 式水耕研究所であり、2013 年 3 月 11 日にインタビューを行った。「Ｍ式水耕研究






























                                                        
183 H 社は、（株）ホト・アグリであり、2013 年 3月 12日にインタビューを行った。ホームページ「（株）
ホト・アグリ」（閲覧日：2013 年 10 月 26 日）。 
107 
 
トレイにタイマースイッチにて 4 時間毎に 15 分ほど栽培用水を流すように制御している。
























                                                        
184 農商工等連携対策事業であり、関東経済産業局および関東農政局認定第 1 号に選出された。また、農
商工連携ベストプラクティス 30 選定事業としても指定を受けている。 
185 Ｃ社は、（有）林田電気システムであり、2013 年 3 月 11 日にインタビューを行った。ホームページ













早い物で約 3 週間、レタス等は、これまでの計測からすると、約 45 日で栽培可能となる。















                                                        
186 Ｙ社は、やまと興業（株）であり、2013 年 3 月 11 日にインタビューを行った。ホームページ「やまと
興業（株）」（閲覧日：2013 年 10 月 26 日）。なお次の記事も参照したのでここで紹介しておく。「植物工
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